
里兆法律资讯    Leezhao Newsletters 

中国上海市陆家嘴环路 1000 号恒生银行大厦 29 层 
29F, Hang Seng Bank Tower, 1000 Lujiazui Ring Road, Shanghai, China 
Tel (86-21) 68411098   Fax (86-21) 68411099   Postal Code 200120 

 

Leezhao Law Office · All rights reserved.                                                1 / 9 

 

 

 《里兆法律资讯》由里兆律师事务所编制（请

以中文内容为准，日本语译文仅供参考），未

经书面许可，不得转载、摘编等； 
 

 《里兆法律资讯》通过多渠道发送，旨在向企

业、社会公众提供最新的中国法律及资讯信息、

以及律师研究成果等公益法律服务； 
 

 关于《里兆法律资讯》的订阅规则、版权声明、

免责声明、以及其他更多内容，请访问里兆律

师事务所网站中的“里兆法律资讯”栏目； 
 

 您还可关注微信公众号“里兆 

视野”（微信二维码见右侧）， 

更便捷地阅读《里兆法律资讯》 

的重点内容。 

 「里兆法律情報」は里兆法律事務所が作成したも

のであり（中国語の内容が原文であり、日本語訳は

参考用とします）、書面での許可なしに、転載、編

集等してはなりません。 

 「里兆法律情報」は最新の中国法律及び弁護士

による研究成果など公益の一助となる法律サービス

を企業及び一般向けに提供することを目的として、

多様なチャネルから配信しております。 

 「里兆法律情報」の受信閲覧規則、著作権表示、

免責事項、及びその他さらに多くのコンテンツをご覧

になりたい場合は、里兆法律事務所ウェブサイトの

「里兆法律情報」欄にアクセスしてください。 

 WeChat 公式アカウント「里兆視野」から「里兆法

律情報」の要旨を逸早くご覧いただけます（左のWe

Chat・QR コードを読み取っていただきますと、入力

の手間が省けます）。 

 
                                                  

 
 

Issue 921·2025/05/20～2025/05/26 

 

目录 

（点击目录标题，可转至相应主文；点击主文标题，

可返回目录。） 

 
 

一、最新中国法令 
  

 国家市场监督管理总局等四部门关于推动

高效办成企业迁移登记“一件事”的指导意

见............................................................... 2 

 全国总工会等七部门印发《共同保障劳动者

合法权益工作指引》.................................... 3 

 劳动能力鉴定管理办法（修订）.................. 3 

 财政部等九部门关于推广应用电子凭证会

计数据标准的通知...................................... 4 

 海关总署关于加强洋山特殊综合保税区有

关商品管理的公告...................................... 4 

 江苏省人民政府办公厅关于印发江苏省

2025 年稳外资若干措施的通知.................. 4 
 

二、最新资讯 
  

 法答网精选答问（第二十批）——诉讼时效

专题........................................................... 5 

 6 项网络安全国家标准获批发布................. 5 

 

三、里兆解读 
 

 实施《反外国制裁法》的规定对在华外企的

影响及合规建议......................................... 6 
 

四、近期热点话题........................................ 9 

 目次 

（目次のタイトルをクリックすると該当する本文が表示されま

す。本文中のタイトルをクリックいただくと目次に戻ります。） 
 
 

一、最新中国法令 
  

 企業の移転登記についてワンストップでの効率

的な処理を推進することに関する国家市場監

督管理総局等 4部門による指導意見............. 2 

 全国総工会等 7部門が「労働者の適法な権益

を共同で保障するための手引き」を公布した...... 3 

 労働能力鑑定管理弁法（改正）..................... 3 

 電子証憑の会計データ基準の普及応用に関す

る財政部等 9部門による通知......................... 4 

 洋山特別総合保税区の関連商品の管理強化

に関する税関総署による公告.......................... 4 

 2025 年江蘇省における外資安定化のための若干

措置に関する江蘇省人民政府弁公庁による通知. 4 
 

二、新着情報 
  

 「法律相談・交流サイト」に寄せられた質疑応答

のうち、参考になる事例（第二十弾）——訴訟

時効に関する話題......................................... 5 

 6 つのサイバーセキュリティ国家規格が承認され

公表された.................................................... 5 
 

三、里兆解説 
  

 「反外国制裁法」実施規定が中国進出外資系

企業に与える影響とコンプライアンス推奨措置... 6 
 

四、トピックス.................................................... 9 

http://www.leezhao.com/cn/leezhao_newsletters.aspx
http://www.leezhao.com/subscription.aspx
http://www.leezhao.com


 

Leezhao Law Office · All rights reserved. 2 / 9 

一、最新中国法令 
 
 

 

 国家市场监督管理总局等四部门关于推动高

效办成企业迁移登记“一件事”的指导意见 

 

 
【发布单位】国家市场监督管理总局等四部门 

【发布文号】国市监注发〔2025〕48 号 

【发布日期】2025-05-23 

【内容提要】该意见提出： 

建设企业迁移登记“一件事”服务专区 

 各省级市场监管部门牵头建设企业迁移登

记“一件事”服务专区，实现迁入、迁出、

变更登记信息同步采集，推动打造“一网申

请、一次提交、联动办理、进度查询、结果

反馈”等平台功能。 

 
 企业仅需向迁入地登记机关提交一次申请，

税务、社保、公积金等多部门事项在线同步

办理。 

 国家市场监督管理总局已开发建设完成企

业跨省迁移登记数据传输系统，为实现全国

跨省迁移提供技术支撑。 

 
简化企业迁移登记办理环节 

 将企业往返两地多次办理迁入申请、迁出调

档、变更登记整合为企业向迁入地登记机关

提交一次申请，即可办理迁移登记。 

 

 
 企业向迁入地登记机关提交迁入和变更登

记申请，由迁入地登记机关向迁出地登记机

关在线传递《准予迁入调档函》。迁出地登

记机关应当自收到《准迁函》之日起三十日

内将所有登记档案移交迁入地登记机关。迁

入地登记机关可以通过网络调阅电子登记

档案的，可以先行办理变更登记，再移交纸

质登记档案。 

 

 
 迁入地、迁出地登记机关不得限制、妨碍企

业跨区域迁移，法律、行政法规规定不得迁

移的情形除外。 

 
推动对接企业跨省迁移登记数据传输系统 

 
 各地加快本省登记系统和档案管理系统改

造，推动实现电子档案线上共享和移交功

能。 

 各省级市场监管部门要在 2025 年 07 月底

前，完成与企业跨省迁移登记数据传输系统

的对接使用。 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/
art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dd
a51.html 
 

一、最新中国法令 
 
 
 

 企業の移転登記についてワンストップでの効率的

な処理を推進することに関する国家市場監督管

理総局等 4 部門による指導意見 

 

【発布機関】国家市場監督管理総局等 4 部門 

【発布番号】国市監注発〔2025〕48 号 

【発 布 日】2025-05-23 

【概    要】本意見によると、以下の通りである。 

企業の移転登記のワンストップサービス窓口の設置 

 各省レベルの市場監督管理部門は、率先して企

業の移転登記のワンストップサービス窓口を設置

し、転入、転出、変更登記情報の同時収集を実

現し、「オンライン申請、一度きりの提出、連携処

理、進捗照会、結果フィードバック」等のプラットフ

ォーム機能の構築を推進する。 

 企業は転入地の登記機関に一度だけ申請を行え

ば、税務、社会保険、積立金等の複数の部門の

手続きをオンラインで同時に処理することができる。 

 国家市場監督管理総局は、企業の省の枠を超

えた移転登記データ伝送システムの開発と構築を

完了させ、全国で省の枠を超えた移転の実施に

技術的なサポートを提供する。 

企業の移転登記手続の簡素化 

 企業が転入申請、転出による記録文書の移転、

変更登記など 2 つの場所を何度も行き来し複数

回行う手続きを、企業が転入地の登記機関に一

度申請すれば、移転登記を処理できるように統

合する。 

 企業は転入地の登記機関に転入及び変更登記

申請を提出し、転入地の登記機関が転出地の

登記機関にオンラインで「記録文書転入許可書」

を送信する。転出地の登記機関は、「転入許可

書」を受領した日から30日以内に、すべての登記

記録文書を転入地の登記機関に引き渡さなけれ

ばならない。転入地の登記機関は、オンラインで

電子登記記録文書を閲覧できる場合、先に変

更登記を行い、その後で紙の登記記録文書を引

き渡すことができる。 

 転入地、転出地の登記機関は、法律及び行政

法規の規定により移転が禁止されている場合を

除き、企業の省の枠を超えた移転を制限したり、

妨げたりしてはならない。 

企業の省の枠を超えた移転登記データ伝送システムの

連携促進 

 各地は省内の登記システム及び記録文書管理シ

ステムのリニューアルを加速させ、電子記録文書の

オンライン共有と引渡し機能の実施を推進する。 

 各省レベルの市場監督管理部門は、2025 年 7

月末までに企業の省の枠を超えた移転登記デー

タ伝送システムの連携利用を完了させなければな

らない。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/
art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dd
a51.html 
 

https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/djzcj/art/2025/art_3515e98d48de4257a0a6948c5e7dda51.html
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 全国总工会等七部门印发《共同保障劳动者合

法权益工作指引》 

 

【发布单位】全国总工会等七部门 

【发布日期】2025-05-19 

【实施日期】2025-05-19 

【内容提要】根据该指引： 

 各部门将联合建立完善信息共

享、联合调研、典型案例发布等

制度，联合推动与劳动者权益密

切相关的法律法规及政策文件

的制定修改。 

 中华全国总工会每年组织六部

门召开交流会商会，就劳动就

业、技能培训、收入分配、社会

保障等涉及劳动者切身利益的

重大问题进行会商解决。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rB
UAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf 
 
 
 

 劳动能力鉴定管理办法（修订） 

 

【发布单位】人力资源社会保障部、国家卫生健康

委员会 

【发布文号】人力资源社会保障部、国家卫生健康

委令第 55 号 

【发布日期】2025-05-13 

【实施日期】2025-07-01 

【内容提要】该办法内容包括： 

明确适用范围（第二条） 

 对工伤职工劳动功能障碍程度和生活自理

障碍程度组织进行技术性等级鉴定（以下简

称“工伤职工劳动能力鉴定”）； 

 
 对因病或非因工致残申请领取病残津贴人

员丧失劳动能力程度组织进行技术性鉴定

（以下简称“因病或非因工致残人员丧失劳

动能力鉴定”）。 

 

明确鉴定程序 

 工伤职工劳动能力鉴定、因病或非因工致残

人员丧失劳动能力鉴定均为两级鉴定，对初

次鉴定结论不服可以申请再次鉴定；初次鉴

定由设区的市级劳动能力鉴定委员会负责

受理，再次鉴定由省级劳动能力鉴定委员会

负责受理。（第五条） 

 

 
 职工发生工伤，经治疗伤情相对稳定后存在

残疾、影响劳动能力的，或者停工留薪期满

（含劳动能力鉴定委员会确认的延长期

限），工伤职工或者其用人单位应当及时向

设区的市级劳动能力鉴定委员会提出劳动

能力鉴定申请。（第七条） 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

https://www.mohrss.gov.cn/xxgk2020/... 

 全国総工会等 7部門が「労働者の適法な権益を

共同で保障するための手引き」を公布した 

 

【発布機関】全国総工会等 7 部門 

【発 布 日】2025-05-19 

【実 施 日】2025-05-19 

【概    要】本手引きによると、以下の通りである。 

 各部門は、情報の共有、共同調査と

研究、代表的事例の公表等の制度を

共同で構築し、整備し、労働者の権益

に密接に関連する法律法規及び政策

文書の制定と改正を共同で推進する。 

 中華全国総工会は毎年、6 部門とと

もに交流会議を開催し、労働雇用、

技能訓練、収入分配、社会保障等

の労働者の利益に直接関係する重大

な問題について協議し解決する。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rB
UAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf 
 
 
 

 労働能力鑑定管理弁法（改正） 
 

【発布機関】人的資源社会保障部、国家衛生健康委

員会 

【発布番号】人的資源社会保障部、国家衛生健康委

令第 55 号 

【発 布 日】2025-05-13 

【実 施 日】2025-07-01 

【概    要】本弁法の内容には、以下のものが含まれる。 

適用範囲の明確化（第二条） 

 労災従業員の労働機能の障害の程度及び生活

自立能力の障害の程度について技術的な等級

鑑定（以下「労災従業員の労働能力鑑定」とい

う）を行う。 

 病気又は業務外の原因で障害を負い、傷病手

当の支給を申請する従業員の労働能力喪失の

程度について技術的な鑑定（以下「病気又は業

務外原因による障害者の労働能力喪失鑑定」と

いう）を行う。 

鑑定手続の明確化 

 労災従業員の労働能力鑑定及び病気又は業

務外原因による障害者の労働能力喪失鑑定

は、いずれも二段階の鑑定が行われ、初回鑑定

の結果に不服がある場合、再鑑定を申請すること

ができる。初回鑑定は、区を有する市レベルの労

働能力鑑定委員会が受け付け、再鑑定は省レ

ベルの労働能力鑑定委員会が受け付ける。（第

五条） 

 従業員が労災に遭い、治療後相対的安定し、

障害が残り、労働能力に影響を与える場合、又

は有給休業期間（労働能力鑑定委員会によって

確認された延長期間を含む）が満了した場合、

労災従業員又はその使用者は、区を有する市レ

ベルの労働能力鑑定委員会に労働能力鑑定の

申請を遅滞なく行わなければならない。（第七条） 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

https://www.mohrss.gov.cn/xxgk2020/... 

https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rBUAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf
https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rBUAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf
https://www.mohrss.gov.cn/xxgk2020/gzk/gz/202505/t20250523_542492.html
https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rBUAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf
https://www.cec1979.org.cn/group1/M00/00/40/rBUAA2gr3o6AYH5IAKAWv0Av9Ms941.pdf
https://www.mohrss.gov.cn/xxgk2020/gzk/gz/202505/t20250523_542492.html
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 财政部等九部门关于推广应用电子凭证会计

数据标准的通知 

 

【发布单位】财政部等九部门 

【发布文号】财会〔2025〕9 号 

【发布日期】2025-05-19 

【备    注】单位可自愿开展电子凭证会计数据标

准应用。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20
250519_3964023.htm 
 
 
 

 海关总署关于加强洋山特殊综合保税区有关

商品管理的公告 

 

【发布单位】海关总署 

【发布文号】海关总署公告 2025 年第 90 号 

【发布日期】2025-05-19 

【实施日期】2025-06-10 

【内容提要】根据该公告： 

 洋山特殊综合保税区企业开展

保税业务涉及从境外进口四类

措施商品的，应设立专用账册。

境外进口的四类措施商品不进

入专用账册的，不得保税。 

 

 
 洋山特殊综合保税区企业通过

专用账册进出境的货物，不适用

径予放行模式。 

【备    注】四类措施是指：关税配额管理；贸易

救济措施；中止关税减让义务、加征

关税措施；为征收报复性关税而实施

加征关税措施。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480
148/6527099/index.html 
 
 
 

 江苏省人民政府办公厅关于印发江苏省 2025

年稳外资若干措施的通知 

 

【发布单位】江苏省人民政府办公厅 

【发布文号】苏政办发〔2025〕19 号 

【发布日期】2025-04-30 

【内容提要】该通知提出深化重点区域开放、提高

投资促进水平、提升开放平台效能、

加大服务保障力度等四方面 22 条内

容。包括： 

 
 吸引外资参与重点产业集群建

设、提升服务业领域开放水平、

推动生物医药领域创新发展、鼓

励外资开展股权投资等。 

 
 鼓励外资企业境内再投资、鼓励

跨国公司投资设立投资性公司、

 電子証憑の会計データ基準の普及応用に関する

財政部等 9 部門による通知 

 

【発布機関】財政部等 9 部門 

【発布番号】財会〔2025〕9 号 

【発 布 日】2025-05-19 

【備    考】組織は、電子証憑の会計データ基準の応

用を自主的に行うことができる。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20
250519_3964023.htm 
 
 
 

 洋山特別総合保税区の関連商品の管理強化に

関する税関総署による公告 

 

【発布機関】税関総署 

【発布番号】税関総署公告 2025 年第 90 号 

【発 布 日】2025-05-19 

【実 施 日】2025-06-10 

【概    要】本公告によると、以下の通りである。 

 洋山特別総合保税区内の企業が保

税業務を行う際に、海外から輸入され

る 4 種類の措置対象商品を扱う場

合、専用帳簿を作成しなければならな

い。海外から輸入された 4種類の措置

対象商品が専用帳簿に記載されてい

ない場合、保税扱いとしてはならない。 

 洋山特別総合保税区内の企業が専

用帳簿を通じて輸出入する貨物につい

ては、簡易通関方式は適用されない。 

【備    考】4 種類の措置とは、関税割当管理、貿易

救済措置、関税削減義務の一時停止と

追加関税措置、報復関税を課すための追

加関税措置を指す。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480
148/6527099/index.html 
 
 
 

 2025年江蘇省における外資安定化のための若干

措置に関する江蘇省人民政府弁公庁による通知 

 

【発布機関】江蘇省人民政府弁公厅 

【発布番号】蘇政弁発〔2025〕19号 

【発 布 日】2025-04-30 

【概    要】本通知は、重点区域の更なる開放、投資

促進レベルの引上げ、開放型プラットフォー

ムの効率向上、サービス保障の強化等 4 つ

の方面で 22条の措置を打ち出した。これに

は、以下のものが含まれる。 

 重点産業クラスターの建設参加に外

資を誘致し、サービス業分野の開放レ

ベルを引上げ、バイオ医薬分野の革新

発展を促進し、外資による株式投資

を奨励すること等。 

 外資企業による国内再投資を奨励

し、多国籍企業による投資会社の投

https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20250519_3964023.htm
https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20250519_3964023.htm
http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480148/6527099/index.html
http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480148/6527099/index.html
https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20250519_3964023.htm
https://kjs.mof.gov.cn/gongzuotongzhi/202505/t20250519_3964023.htm
http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480148/6527099/index.html
http://gdfs.customs.gov.cn/customs/302249/2480148/6527099/index.html
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加强跨国公司地区总部和功能

性机构培育等。 

 
 支持江苏自由贸易试验区在生

物医药、服务贸易等领域加大外

资准入压力测试等。 

 
 保障外资企业平等参与政府采

购、促进人员往来便利化、探索

便利化的数据跨境流动安全管

理机制、提升贸易便利化水平

等。 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

江苏省人民政府办公厅关于印发江苏省 2025 年稳

外资若干措施的通知 

https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_4614
4_11561237.html 

官方图解 

https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_764
62_11566867.html 
 
 
 

【注】 

 如果需要了解法律、法规或政策的全文内容或

需要相关日文翻译服务，请与我们联系； 

 本栏目所公布的网址通常为官方网址，如果无

法访问，您可以通过搜索引擎查阅或与我们联

系。 

 
 
 

二、最新资讯 
 
 
 

 法答网精选答问（第二十批）——诉讼时效专

题 

 

 
日前，最高人民法院发布法答网精选答问（第

二十批）——诉讼时效专题。本次发布的答问主要

涉及三个问题，其中包括： 

 

 
 权利行使存在竞合的案件中，当事人撤回

前案诉讼，是否构成诉讼时效中断？ 

 买卖合同未约定货款支付时间，出卖人主

张货款的诉讼时效起算点如何确定？ 

 

 
（里兆律师事务所 2025 年 05 月 23 日编写） 

 
 
 

 6 项网络安全国家标准获批发布 

 

 
日前，国家市场监督管理总局、国家标准化管

理委员会发布国家标准公告 2025 年第 10 号，发布

資と設立を奨励し、多国籍企業の地

域本部及び機能的機関の育成を強

化すること等。 

 江蘇省の自由貿易試験区がバイオ医

薬、サービス貿易等の分野で外資参

入のためのプレシャーテストを強化する

こと等。 

 外資企業が政府調達に平等に参加

できるよう保障し、人々の交流の利便

化を促進し、データの越境移転のセキ

ュリティ管理メカニズムの利便化を模索

し、貿易の円滑化水準を引き上げるこ

と等。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

2025 年江蘇省における外資安定化のための若干措置

に関する江蘇省人民政府弁公庁による通知 

https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_4614
4_11561237.html 

公式による図解 

https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_764
62_11566867.html 
 
 
 

【注】 

 法令・政策の全文の内容や相応の日本語訳のサ

ービスが必要な場合には、私共にご連絡ください。 

 ご案内する URL は政府筋の公式サイトですが、リ

ンクできない場合は、検索エンジンで検索いただく

か、私共にご連絡いただければと思います。 

 
 
 

二、新着情報 
 
 

 

 「法律相談・交流サイト」に寄せられた質疑応答の

うち、参考になる事例（第二十弾）——訴訟時効

に関する話題 

 

先頃、最高人民法院は、「法律相談・交流サイト」に

寄せられた質疑応答のうち、参考になる事例（第二十

弾）——訴訟時効に関する話題を掲載し、今回発表さ

れた質疑応答は主に 3つの問題に関わり、それには以下

のものが含まれる。 

 権利行使が競合する案件において、当事者が前

訴を撤回した場合、訴訟時効は中断するのか？ 

 売買契約で商品代金の支払時期が定められて

いない場合、売主が商品代金の請求を行う訴

訟時効の起算点はどのように決定されるか？ 

 

（里兆法律事務所が 2025 年 5月 23 日付で作成） 
 
 
 

 6 つのサイバーセキュリティ国家規格が承認され公

表された 

 

先頃、国家市場監督管理総局、国家標準化管理

委員会は国家規格公告 2025 年第 10 号を公布し、

https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_46144_11561237.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_46144_11561237.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_76462_11566867.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_76462_11566867.html
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/465691.html
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/465691.html
https://std.sacinfo.org.cn/gnoc/queryInfo?id=FEDEDF7EA5F1FFB3227BBC7EEF2B8A10
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_46144_11561237.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/9/art_46144_11561237.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_76462_11566867.html
https://www.jiangsu.gov.cn/art/2025/5/19/art_76462_11566867.html
http://www.leezhao.com/contact.aspx
http://www.leezhao.com/contact.aspx
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/465691.html
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/465691.html
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/465691.html
https://std.sacinfo.org.cn/gnoc/queryInfo?id=FEDEDF7EA5F1FFB3227BBC7EEF2B8A10
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295 项推荐性国家标准和 2 项推荐性国家标准修改

单。其中 6 项涉及敏感个人信息处理、生成式人工

智能等方面内容。 

 数据安全技术 敏感个人信息处理安全要

求（GB/T 45574-2025） 

 网络安全技术  网络安全保险应用指南

（GB/T 45576-2025） 

 数据安全技术  数据安全风险评估方法

（GB/T 45577-2025） 

 网络安全技术 生成式人工智能预训练和

优化训练数据安全规范（GB/T 45652-20 

25） 

 网络安全技术 生成式人工智能服务安全

基本要求（GB/T 45654-2025） 

 网络安全技术 生成式人工智能数据标注

安全规范（GB/T 45674-2025） 

 

（里兆律师事务所 2025 年 05 月 23 日编写） 

 
 
 

三、里兆解读 
 
 

 

 实施《反外国制裁法》的规定对在华外企的影

响及合规建议 

 

内容提要 

 
国务院于 2025 年 3 月 23 日发布的《实施<中

华人民共和国反外国制裁法>的规定》（以下称“实

施规定”），旨在细化反制措施适用规则，强化中国

应对外部单边制裁的能力。本文将对该规定的核心

条款进行解读，简要分析对在华企业的影响，并提

示外资企业自身该采取哪些措施进行应对，以期帮

助外企准确理解新规，灵活调整布局，维护在中国

市场的稳定发展。 

 

 

 
一、核心条款的解读 

 

1. 适用对象 

 

在《反外国制裁法》规定的基础上，《实施规定》

进一步明确了反制措施适用以下情形： 

 

 
(1) 外国国家违反国际法和国际关系基本准

则，以各种借口或者依据其本国法律对中

国进行遏制、打压，对中国公民、组织采

取歧视性限制措施，干涉中国内政的行

为。例如某些国家在贸易领域对中国实施

不合理的关税和限制措施，试图通过经济

手段对中国进行遏制。 

 

 
(2) 外国国家、组织、个人实施、协助、支持

危害中国主权、安全、发展利益的行为。

例如某些外国组织和个人通过散布虚假

295の推奨国家規格と 2 つの推奨国家規格改正リスト

を公表した。そのうち 6 件は、機微な個人情報の取り扱

いと生成型人工知能等に関わるものである。 

 データセキュリティ技術 機微な個人情報処理の

セキュリティ要求（GB/T 45574-2025） 

 サイバーセキュリティ技術 サイバーセキュリティ保

険応用ガイドライン（GB/T 45576-2025） 

 サイバーセキュリティ技術 データセキュリティリスク

評価方法（GB/T 45577-2025） 

 サイバーセキュリティ技術 生成 AI事前トレーニン

グ及び最適化トレーニングデータセキュリティ規範

（GB/T 45652-2025） 

 サイバーセキュリティ技術 生成AIサービスセキュリ

ティ基本要求（GB/T 45654-2025） 

 サイバーセキュリティ技術 生成AIデータ注釈のセ

キュリティ規範（GB/T 45674-2025） 
 

（里兆法律事務所が 2025 年 5月 23 日付で作成） 
 
 
 

三、里兆解説 
 
 
 

 「反外国制裁法」実施規定が中国進出外資系

企業に与える影響とコンプライアンス推奨措置 

 

概要 

 

国務院が 2025年 3月23日に公布した「『中華人民

共和国反外国制裁法』の実施規定」（以下「実施規

定」という）は、報復措置の適用ルールを詳細化し、中国

外部からの一方的な制裁への対応能力を強化すること

を目的としている。本文では、外資系企業が新しい規定

を正確に理解し、戦略を柔軟に調整し直し、中国市場

における安定した発展を維持するための一助となるよう、

実施規定の主要条項を解説し、それが中国進出企業

に与える影響を簡潔に分析し、外資系企業が自らどの

ような措置を講じて対応すべきかについて紹介する。 

 

一、 主要条項の解説 

 

1. 適用対象 

 

「反外国制裁法」の規定を基にして、実施規定は以

下の状況に対する報復措置の適用をさらに明確にして

いる。 

 

(1) 外国が国際法及び国際関係における基本原則

に違反し、さまざまな口実又は自国の法律に基

づき中国を封じ込め、抑圧し、中国の公民と組

織に対し不当な制限措置をとり、中国の内政に

干渉する行為を行った場合。例えば、ある国が

貿易分野で中国に対し不合理な関税や制限措

置を講じ、経済的手段を通じて中国を封じ込め

ようとする等。 

 

(2) 外国の政府、組織、個人が中国の主権、安

全、発展の利益を脅かす行為を実施し、協力し

又は支援した場合。例えば、ある外国の組織と

https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161155D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161175D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161195D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160BE5D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160BE5D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160BF5D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160F95D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161155D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161175D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1161195D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160BE5D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160BF5D92E06397BE0A0A5B93
https://std.samr.gov.cn/gb/search/gbDetailed?id=33D40F1160F95D92E06397BE0A0A5B93
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信息、网络攻击等手段，试图危害中国的

国家安全及稳定。 

 

 
2. 反制措施类型及内容 

 

《反外国制裁法》曾明确列出了国务院相关部

门有权采取的四类反制措施。而此次《实施规定》

对这些措施进行了更加详细的规定，具体说明了每

种类型的措施内容，并明确了各类反制措施的执行

机关。  

 

 
(1) 出入境限制：包括不予签发签证、不准入

境、注销签证或者驱逐出境，由国务院外

交、国家移民管理等有关部门负责实施。 

 

 
(2) 财产限制：查封、扣押、冻结在中国境内

的动产、不动产及其他各类财产（包括现

金、票据、银行存款、有价证券、基金份

额、股权、知识产权、应收账款等财产和

财产权利），由国务院公安、财政、自然

资源、交通运输、海关、市场监督管理、

金融管理、知识产权等有关部门依职权实

施。 

 

(3) 交易与合作限制：禁止或限制中国境内的

组织、个人与其进行有关交易、合作等活

动，包括但不限于教育、科技、法律服务、

环保、经贸、文化、旅游、卫生、体育领

域的活动，由国务院教育、科技、司法行

政、生态环境、商务、文化和旅游、卫生

健康、体育行政等有关部门依职权实施。 

 

 

 
(4) 其他必要措施：包括但不限于禁止或者限

制从事与中国有关的进出口活动，禁止或

者限制在中国境内投资，禁止向其出口相

关物项，禁止或者限制向其提供数据、个

人信息，取消或者限制其相关人员在中国

境内工作许可、停留或者居留资格，处以

罚款。 

 

 
3. 跨部门协同执法机制 

 

国务院外交、商务、发展改革、司法行政等部

门建立反制工作协调机制，国务院有关部门加强协

同配合和信息共享。例如，当某国对中国企业在其

境内的投资进行不合理的限制或歧视性待遇时，商

务部可以审查该国企业在华投资情况；发改委可以

评估对该国企业在华投资的影响，提出限制或禁止

措施；司法部门可以提供法律支持，确保这些措施

的合法性。 

 

 
     

4. 行政处罚及处理 

個人が虚偽情報の流布及びサイバー攻撃等の

手段を通じて、中国の国家の安全と安定を脅か

そうとする等。 

 

2. 報復措置の種類及び内容 

 

「反外国制裁法」では、国務院の関連省庁部門が講

じることのできる 4 タイプの報復措置が明確に列挙されて

いた。今回の「実施規定」では、これらの措置についてさ

らに詳細な規定が設けられ、それぞれの措置の内容が具

体的に説明されるとともに、タイブ別の報復措置を実行

する機関が明確になった。 

 

(1) 出入国制限：ビザの発給拒否、入国禁止、ビザ

の取消し又は国外追放が含まれ、国務院の外

交、国家移民管理等の関係省庁部門が担当し

実施する。 

 

(2) 財産制限：中国国内にある動産、不動産及び

その他の各種類の財産（現金、手形、銀行預

金、有価証券、ファンドシェア、持分、知的財産

権、売掛金等の財産及び財産権を含む）を差し

押さえ、押収し、凍結すること。これらは国務院の

公安、財政、自然資源、交通運輸、税関、市

場監督管理、金融管理、知的財産権等の関

係省庁部門がその職権に基づき実施する。 

 

(3) 取引及び協力の制限：中国国内の組織及び個

人が、該当者と関連する取引や協力等の活動

を行うことを禁止し又は制限すること。教育、科

学技術、法律サービス、環境保護、経済貿易、

文化、観光、衛生、スポーツ分野の活動が含ま

れるが、これらに限定されない。これらは国務院の

教育、科学技術、司法行政、生態環境、商

務、文化と観光、衛生健康、スポーツ行政等の

関係省庁部門がその権限に基づき実施する。 

 

(4) その他の必要な措置：中国に関連する輸出入

活動を禁止し又は制限すること、中国国内での

投資を禁止し又は制限すること、関連物資の輸

出を禁止すること、データ及び個人情報の提供

を禁止し又は制限すること、関連する個人に対

し中国での就業許可、滞在又は居留資格を取

り消し又は制限すること、罰金を科すことを含む

が、これらに限定されない。 

 

3. 省庁部門間で連携した法執行メカニズム 

 

国務院の外交、商務、発展改革、司法行政等の省

庁部門は、報復措置作業の調整メカニズムを確立し、

国務院の関係省庁部門間での連携協力と情報共有を

強化する。例えば，ある国が中国企業の同国における投

資に対し不合理な制限又は不当な取扱いを行った場

合，商務部は当該国企業の中国での投資状況を審査

し，発展改革委員会は当該国企業の中国での投資へ

の影響を評価し，制限又は禁止措置を提案し，司法部

はこれらの措置の合法性を確保するための法的支援を

提供することができる。 

     

4. 行政処罰及び処理 
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(1) 针对不依法执行反制措施的组织或个人：

责令改正，禁止或者限制其从事政府采

购、招标投标以及有关货物、技术的进出

口或者国际服务贸易等活动，禁止或者限

制其从境外接收或者向境外提供数据、个

人信息，禁止或者限制其出境、在中国境

内停留居留等。 

 

 
(2) 针对执行或者协助执行歧视性限制措施

的组织或个人：由国务院有关部门进行约

谈，责令改正，采取相应处理措施。 

 

 
二、对在华外企的影响及合规建议 

 

 
《实施规定》出台后，部分在华外资企业可能

面临“双重合规困境”，即：既要遵守中国法律，又

需应对母公司所在国的制裁要求。例如，一家外资

企业的母公司需要遵守母国对中国某企业的出口管

制和制裁措施，这家外企如果严格执行母公司的合

规政策，停止向该中国企业提供技术支持或产品，

可能会被中国政府视为协助外国实施歧视性限制措

施，违反中国的《反外国制裁法》及《实施规定》。

这种情况下，该外资企业及其母公司在华的业务可

能会受到限制，甚至面临法律处罚。 

 
 
 

 
鉴于此，我们提出以下合规建议，供在华外资

企业参考： 

 

1. 部分在华外资企业存在几乎照搬母公司规章制

度、合同模板的习惯做法，如果严格按照母公

司的合规政策执行，有可能会触发中国反制措

施的风险。因此，建议公司定期评估母公司合

规政策是否与中国反制法规冲突，与母公司合

规部门合作建立平衡机制，避免因执行母公司

政策而触犯中国法律。同时，重新梳理来自于

母公司的合同模板，审查其中是否含有被认为

是协助外国实施制裁或限制中国企业的条款及

其他歧视性条款；明确约定在中外法律发生冲

突时的解决方式；追加有关反外国制裁的合规

条款，明确合同双方在涉嫌执行或协助外国制

裁时的责任界定和法律后果 

 
 
 
 

 

 
2. 反制清单的动态更新要求外资企业对供应商、

客户进行实时筛查。若发现供应商、客户或其

股东被列入中国反制清单，企业需立即中止交

易，否则可能面临财产冻结、交易限制等风险。

对于因执行反制措施可能导致的合作关系中

断，企业应尽早寻求法律顾问的意见，评估中

 

(1) 法に依拠し報復措置を実施しない組織又は個

人に対しては、是正を命じ、政府調達、入札募

集と入札、並びに関連貨物、技術の輸出入又

は国際サービス貿易等の活動に従事することを

禁止し又は制限し、海外からのデータ及び個人

情報の受領又は海外への提供を禁止し又は制

限し、出国や中国での滞在・居留等を禁止し又

は制限する。 

 

(2) 不当な制限措置を実施し、又は実施に協力す

る組織又は個人に対しては、国務院の関係部

門は、面談を行い、是正を命じ、対応する処理

措置を講じる。 

 

二、 中国進出外資系企業への影響とコンプライアンス

推奨措置 

 

「実施規定」の施行後、中国における一部の外資企

業は「二重のコンプライアンスのジレンマ」に直面する可能

性がある。即ち、中国の法律に従う必要がある一方で、

親会社の所在国の制裁要求にも対応しなければならな

い。例えば、外資企業の親会社が、本国が中国企業に

課す輸出規制と制裁措置を遵守する必要があり、外資

企業が親会社のコンプライアンス方針を厳格に実施し、

当該中国企業への技術支援又は製品の提供を停止し

た場合、中国政府から、外国による不当な制限措置に

協力していると見なされる可能性があり、中国の反外国

制裁法及び実施規定に違反することになる。この場合、

外国企業及びその親会社の中国における事業は制限さ

れ、法的処罰を受ける可能性もある。 

 

これらに鑑み、中国進出外資系企業の参考に資する

よう、以下のコンプライアンス推奨措置を紹介する。 

 

1. 一部の中国進出外資系企業には、親会社の規則

や契約書のひな型をほぼそのまま使用する慣習が

あり、親会社のコンプライアンス方針を厳格に遵守

すると、中国の報復措置を誘発するリスクがある。そ

のため、親会社のコンプライアンス方針が中国の報

復法規に抵触しないかどうかを定期的に評価し、

親会社のコンプライアンス部門と連携してバランスを

取るメカニズムを構築し、親会社の方針を実施した

ことにより中国法律を違反してしまわないようにする

ことが推奨される。同時に、親会社からの契約書の

ひな型を見直し、外国による制裁の実施又は中国

企業の制限に協力するとみなされる条項及びその

他の不当な条項が含まれていないかどうかを確認

し、中国法と外国法との抵触を解決する方法につ

いて明確に規定し、外国制裁に関するコンプライア

ンス条項を追加し、外国制裁の実施又は支援の

疑いがある場合の契約当事者双方の責任の定義

と法的結果を明確にしておくのがよい。 

 

2. 報復リストが随時更新されることにより、外資企業

はサプライヤーや顧客についてリアルタイムでの審査

を実施する必要がある。もし、サプライヤー、顧客、

又はその株主が中国の報復リストに含まれているこ

とが判明した場合、企業は直ちに取引を中止しな

ければならない。さもなければ、財産の凍結や取引
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止交易带来的潜在法律责任，提前准备应急预

案。 

 
 

 

 
3. 在启动重大涉外项目之前，企业应进行全面的

法律、政治、经济等多维度的风险评估，特别

是可能涉及跨境交易、国际法律冲突或敏感领

域（如能源、科技、国防等）的项目。对正在

进行中的关键敏感的境外投资项目，以及在运

营过程中对国际供应链依赖性较强的国内项

目，应当根据国际政治、经济环境的变化，重

新评估项目的合规风险。 

 
 

 

 
4. 根据实施规定的要求，外资企业应采取严格的

数据和个人信息管理措施，防止向被制裁对象

提供数据。具体措施包括：实施数据本地化存

储；定期对数据安全进行合规审计；与跨境数

据接收方签订合规协议，明确数据保护责任条

款，确保其不违反中国法律等。 

 
 
 

 
5. 企业内部定期组织反制措施相关培训，明确禁

止员工参与可能触发反制措施的行为，如配合

境外制裁调查、泄露公司机密信息等。同时，

与律师事务所等合规专业机构建立合作关系，

确保在面临反制措施相关问题或诉讼风险时及

时沟通，获得合法合规的法律建议和法律支持，

特别是在涉及重大国际投资、并购、合作协议

签署等项目时，应聘请专业律师进行合规审核，

以避免项目可能引发的法律风险。 

 
 
 
 

 
（作者： 里兆律师事务所 董红军、沈思明） 

 
 
 

四、近期热点话题 
※最近收到咨询及委托较多的话题。 

我们可根据贵公司的最新情况提供最佳的解决方案

或意见。 

 
 
 

 股权转让或清算撤退时的罢工风险及补偿金

等问题 

 国务院实施《反外国制裁法》的规定 

 个人信息保护合规审计 

制限等のリスクに直面する可能性がある。報復措

置を実施することにより協力関係が中断される場

合、企業は早期に法律顧問の助言を求め、取引

中止による潜在的な法的責任を評価し、緊急対

応計画を事前に準備しなければならない。 

 

3. 重大な国外関連プロジェクトを立ち上げる前に、企

業は、とりわけクロスボーダー取引、国際的な法的

紛争又は機微な分野（エネルギー、科学技術、国

防等）に関わる可能性のあるプロジェクトについて

は、法律、政治、経済等の幾重もの次元から全面

的なリスク評価を実施すべきである。進行中の重要

かつ機微な海外投資プロジェクト並びに運営過程

において国際的なサプライチェーンに強く依存する国

内プロジェクトについては、国際的な政治と経済環

境の変化に照らしながら、プロジェクトのコンプライア

ンスリスクを再評価すべきである。 

 

4. 実施規定の要求に基づき、外資系企業は、制裁

対象へのデータ提供を防止するため、厳格なデータ

及び個人情報の管理措置を講じるべきである。具

体的な措置としては、ローカライズされたデータ保存

の実施、定期的なデータセキュリティのコンプライアン

ス監査の実施、クロスボーダーデータ受領者とのコン

プライアンス契約の締結、データ保護責任条項の明

確化、中国の法律に違反しないようにすること等で

ある。 

 

5. 社内では、報復措置に関する研修を定期的に実

施し、従業員の報復措置の発動につながる行為

（例えば、海外制裁調査への協力又は企業機密

情報の漏洩等）への参与禁止を明確にする。同時

に、法律事務所等のコンプライアンス専門機構と協

力関係を構築し、報復措置に関する問題又は訴

訟リスクに直面した際のタイムリーなコミュニケーション

を確保するとともに、適法なコンプライアンス対応の

ための法的助言及び支援を得るようにする。 とりわ

け、重大な国際投資、M&A、提携契約の締結等

を伴うプロジェクトについては、プロジェクトに起因する

法的リスクを回避できるよう、専門の弁護士を起用

しコンプライアンス監査を実施するとよい。 

 

（作者：里兆法律事務所 董紅軍、沈思明） 
 
 
 

四、トピックス 
※最近ご相談・ご依頼の多い話題です。 

貴社の最新状況に則した最適な解決策及びコメントを

ご提供いたします。 

 
 
 

 持分譲渡若しくは清算撤退時のストライキ発生リ

スク及び補償金などの問題 

 「反外国制裁法」実施に関する国務院による規定 

 個人情報保護適法性監査 




